
                       

 

令 和 ７ 年 ４ 月 ２ 日 

不動産・建設経済局建設業課 

 

国土交通省発注工事に関する前金払の使途拡大について 
～特例措置を恒久化～ 

 

 

 

 

 

 

 国土交通省直轄工事における令和７年度以降の前払金の使途の範囲の取扱いを、以下

のとおり定めました。 

 

【前金払の使途拡大について】 

○ 対象となる前払金 

平成 28 年４月１日以降新たに請負契約を締結する工事（国庫債務負担行為に係るも

のを含む。）に係る前払金としました。 

 

○ 使途拡大の内容 

現場管理費及び一般管理費等のうち当該工事の施工に要する費用にも充てることが

できることとしていた特例を、恒久化することとしました。 

※１ これらに充てられる前払金の上限は、前払金額の１００分の２５となります。 

※２ 既に請負契約を締結した工事についても前払金の使途の範囲を拡大すること

が可能ですが、その場合は、当該契約における前払金の使用に係る規定を変更す

ることが必要ですので、発注者にご相談下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通省では、前払金の早期支払いを通じた早期の事業進捗や経済効果の発現を

図るため、令和７年度以降、国土交通省発注工事の前金払の使途拡大の特例を恒久化

します。 

＜問合せ先＞ 

不動産・建設経済局建設業課 吉開、福里 

TEL：03-5253-8111（内線 24756、24754）、03-5253-8277（直通） 


